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（平成９年１２月２５日条例第７１号）

改正 平成１２年 ３月２８日条例第 １３号

平成１４年１２月１３日条例第 ４３号

平成１６年 ３月２２日条例第 １４号

平成１７年 ３月２２日条例第 １４号

平成１７年１２月２０日条例第１９４号

平成１９年 ９月２８日条例第 ３５号

平成２１年 ３月３０日条例第 ２３号

平成２１年１２月２５日条例第１１７号

平成２３年 ３月３１日条例第 ２２号
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附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、屋外広告物法（昭和２４年法

律第１８９号。以下「法」という。）の規定に基

づき、屋外広告物（以下「広告物」という。）及

び広告物を掲出する物件並びに屋外広告業につい

て必要な規制を行い、もって良好な景観を形成し、

若しくは風致を維持し、又は公衆に対する危害を

防止することを目的とする。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（定義）

第１条の２ この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

⑴ 広告主 自ら広告物若しくは広告物を掲出す

る物件（以下「広告物等」という。）を表示し、

設置し若しくは管理する者又は屋外広告業を営

む者その他の者に委託し、若しくは依頼してこ

れらの行為を行わせる者をいう。

⑵ 土地等管理者 広告物が表示され、又は設置

されている土地又は物件を管理する者（広告主

を除く。）をいう。

（平成９年１２月２５日規則第６５号）

改正 平成１４年１２月２７日規則第４７号

平成１６年 ３月３１日規則第２３号

平成１７年 ３月３１日規則第２４号

平成１８年 ３月３１日規則第１２号

平成１９年 ９月２８日規則第４７号

平成２０年 ３月２８日規則第 ３号

平成２１年 ６月３０日規則第４１号

平成２２年 ３月３０日規則第６０号

平成２３年 ３月３１日規則第２５号

平成２４年 １月１１日規則第 １号

平成２８年 ３月３０日規則第１１号

平成２８年 ３月３０日規則第３９号

（趣旨）

第１条 この規則は、宮崎市屋外広告物条例（平成

９年条例第７１号。以下「条例」という。）の施行

に関し必要な事項を定めるものとする。
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⑶ はり札類 容易に取り外すことができる状態

で工作物等に取り付けられているはり札その他

これに類する広告物をいう。

⑷ 広告旗 容易に移動させることができる状態

で立てられ、又は容易に取り外すことができる

状態で工作物等に取り付けられている広告の用

に供する旗（これを支える台を含む。）をいう。

⑸ 立看板類 容易に移動させることができる状

態で立てられ、又は工作物等に立て掛けられて

いる立看板その他これに類する広告物等（これ

を支える台を含む。）をいう。

【追加（Ｈ１６条例１４）】

（広告物等のあり方）

第１条の３ 広告物等は、景観を構成する重要な要

素であることにかんがみ、市民共通の資産である

地域の良好な景観若しくは風致を害し、又は公衆

に対し危害を及ぼすおそれのないものでなければ

ならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（市の責務）

第１条の４ 市は、この条例の目的を達成するため、

関係行政機関及び関係団体の協力を得て、屋外広

告業を営む者、広告主、土地等管理者及び市民の

意識の啓発、これらの者の自主的な活動の支援そ

の他必要な施策を実施するものとする。

【追加（Ｈ１６条例１４）】

（屋外広告業を営む者等の責務）

第１条の５ 屋外広告業を営む者及び広告主は、法

及びこの条例を遵守するとともに、前条の規定に

より市が実施する施策に協力しなければならな

い。

２ 土地等管理者は、その管理する土地又は物件に

広告物等を表示し、又は設置するに当たり、良好

な景観の形成、風致の維持及び公衆に対する危害

防止に配慮するとともに、前条の規定により市が

実施する施策に協力しなければならない。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（市民の責務）

第１条の６ 市民は、第１条の４の規定により市が

実施する施策に協力するよう努めなければならな

い。 【追加（Ｈ１６条例１４）】

第２章 広告物等の制限

（禁止広告物等）

第２条 次に掲げる広告物等は、表示し、又は設置
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してはならない。

⑴ 著しく汚れ、色あせ、又は塗料等のはがれた

もの

⑵ 著しく破損し、又は老朽したもの

⑶ 倒壊又は落下のおそれがあるもの

⑷ 信号機、道路標識等に類似し、又はこれらの

効用を妨げるおそれがあるもの

⑸ 道路交通の安全を妨げるおそれがあるもの

【一部改正（Ｈ１６条例１４）】

（禁止物件）

第３条 次に掲げる物件（以下「禁止物件」という。）

に広告物等を表示し、又は設置してはならない。

⑴ 橋、トンネル、高架構造物、分離帯、交通島

及び植樹帯

⑵ 石垣、塀、擁壁その他これらに類するもの

⑶ 街路樹、路傍樹及びこれらの支柱

⑷ 信号機、道路標識、道路上のさく、駒止め、

里程標、道路元標、カーブ・ミラー、路上信号

制御機、道路情報管理施設、パーキング・メー

ター、パーキング・チケット発給設備その他こ

れらに類するもの

⑸ 街灯柱、アーチの支柱及びアーケードの支柱

⑹ 乗合自動車（道路運送法（昭和２６年法律第

１８３号）第３条第１号イに規定する一般乗合

旅客自動車運送事業の用に供する自動車をい

う。以下同じ。）の停留所及びその上屋

⑺ 消火栓、火災報知器及び火の見やぐら

⑻ 郵便ポスト、電話ボックス及び路上変圧器

⑼ 送電塔、送受信塔及び照明塔

⑽ 煙突及びガスタンク、水道タンクその他これ

らに類するもの

⑾ 銅像、神仏像、記念碑その他これらに類する

もの

⑿ 景観法（平成１６年法律第１１０号）第１９

条第１項の規定により指定された景観重要建造

物及び同法第２８条第１項の規定により指定さ

れた景観重要樹木

⒀ 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要

があると認めて指定する物件

２ 道路の路面に、広告物を表示してはならない。

３ 電柱（支柱及び支線を含む。以下同じ。）、消火

栓標識柱その他これらに類するものに、はり紙、

はり札類、広告旗又は立看板類を表示し、又は設

置してはならない。

【一部改正（Ｈ１６条例１４、Ｈ２１条例２３、
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Ｈ２３条例２２）】

（禁止地域）

第４条 次に掲げる地域又は場所（以下「禁止地域」

という。）において、広告物等を表示し、又は設置

してはならない。

⑴ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２章の規定により定められた第１種低層住居専

用地域、第２種種低層住居専用地域、第１種中

高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域

及び風致地区

⑵ 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）

第２７条第１項の規定により指定された建造物

及び同法第１０９条第１項又は第２項の規定に

より指定された地域

⑶ 宮崎県文化財保護条例（昭和３１年宮崎県条

例第１５号）第４条第１項の規定により指定さ

れた建造物及び同条例第３１条第１項の規定に

より指定された地域

⑷ 宮崎市文化財保護条例（昭和４５年条例第７

号）第５条第１項の規定により指定された地域

⑸ 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第

２章第２節の規定により指定された国定公園

（市長が指定する区域を除く。）

［☞p7-2・告示１］

⑹ 宮崎県立自然公園条例（昭和３６年宮崎県条

例第１２号）第２章の規定により指定された自

然公園（市長が指定する区域を除く。）

⑺ 宮崎県沿道修景美化条例（昭和４４年宮崎県

条例第１３号）第９条第１項の規定により指定

された沿道修景植栽地区及び同項の規定により

指定された沿道修景指定樹木のある区域

⑻ 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２

条第１項に規定する都市公園

⑼ 第２号から第４号まで、第７号及び前号に規

定する地域又は場所の周囲で市長が指定する区

域 ［☞p7-2・告示２］

⑽ 宮崎市景観条例（平成１９年条例第３５号）

第１０条第１項の重点景観形成地区又は同条第

２項の景観形成推進地区で市長が指定する区域

［☞p7-2・告示２の２］

⑾ 道路及び鉄道並びにこれらに接続する地域

で、市長が指定する区域

［☞p7-2・告示３］

⑿ 河川、湖沼、渓谷、海浜、山、山岳及びこれ



宮崎市屋外広告物条例・同施行規則

≪条 例≫ ≪規 則≫

3-6

らの周囲で、市長が指定する区域

⒀ 港湾、漁港、空港、駅舎、駅前広場及びこれ

らの周囲で、市長が指定する区域

［☞p7-6・告示４］

⒁ 官公署、学校、図書館、公会堂、公民館、博

物館、美術館、体育館、国立又は公立の病院及

び公衆便所の敷地

⒂ 古墳、墓地及びこれらの周囲で、市長が指定

する区域

⒃ 社寺、教会及び火葬場の敷地

⒄ 交差点及びその周辺の区域で、市長が指定す

る区域 ［☞p7-7・告示５］

⒅ 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要

があると認めて指定する地域又は場所

［☞p7-7・告示６］

【一部改正（Ｈ１９条例３５、Ｈ２３条例２２）】

（規制地域）

第５条 禁止地域以外の地域又は場所（以下「規制

地域」という。）において、広告物等を表示し、又

は設置しようとする者は、市長の許可を受けなけ

ればならない。

【全部改正（Ｈ２３条例２２）】

（禁止物件並びに禁止地域及び規制地域に表示

し、又は設置できる広告物等）

第６条 次に掲げる広告物等は、前３条の規定にか

（許可の申請）

第２条 条例第５条、第１０条から第１１条の２ま

で及び第２５条第２項の規定により許可を受けよ

うとする者は、当該許可に係る広告物等を表示し、

又は設置しようとする日前１０日までに屋外広告

物許可申請書（様式第１号）［☞p5-2］に次に掲げ

る書類を添付して、市長に申請しなければならな

い。ただし、市長がその必要がないと認めたとき

は、添付書類の全部又は一部を省略することがで

きる。

⑴ 広告物等を表示し、又は設置する場所及びそ

の付近の見取図

⑵ 広告物の形状、寸法、意匠及び色彩に関する

仕様書及び図面

⑶ 建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０

１号）第２条第１号に規定する建築物をいう。

以下同じ。）を利用する広告物にあっては、当該

建築物の高さ及び壁面の面積並びに当該建築物

と広告物との位置関係を示したもの

⑷ 表示場所又は設置場所が自己の所有又は管理

に属さない場合は、当該表示場所又は設置場所

の所有者又は管理者の承諾があったことを証す

る書類

⑸ その他市長が必要と認める書類

【一部改正（Ｈ１４規則４７、Ｈ２３規則２５）】
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かわらず、禁止物件並びに禁止地域及び規制地域

に表示し、又は設置することができる。ただし、

第２号に掲げる広告物等で規則で定めるものにつ

いては、規則で定めるところにより、あらかじめ

市長に協議してその同意を得たものに限るものと

し、第６号に掲げる広告物等については、第３条

第１項第３号、第４号、第７号から第９号まで及

び第１１号に掲げる物件並びに道路の路面に表示

し、又は設置する場合を除くものとする。

⑴ 法令の規定により表示し、又は設置する広告

物等

⑵ 国、地方公共団体又は市長が認める公共的団

体が公共的目的をもって表示し、又は設置する

広告物等

⑶ 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）の

規定による選挙運動又は同法の規定による選挙

の期日の公示若しくは告示の日から選挙の当日

までの間において行われる同法の規定による政

治活動のために使用するポスター、立札当又は

これらを掲出する物件

⑷ 公益上必要な施設又は物件で市長が指定する

ものに規則で定める基準に適合して寄贈者名等

を表示するための広告物 ［☞p7-7・告示７］

⑸ 自己の管理する土地又は物件に管理上の必要

に基づき表示し、又は設置する広告物等（自己

の氏名、名称、商号若しくは商標又は自己の事

業若しくは営業の内容を表示するため、自己の

住所又は事業所、営業所若しくは作業所に表示

し、又は設置する広告物等（以下「自家用広告

物」という。）を除く。）で規則で定める基準に

適合するもの

⑹ 冠婚葬祭、祭礼等のため、一時的に表示し、

又は設置する広告物等で規則で定める基準に適

合するもの

【一部改正（Ｈ１６条例１４、Ｈ２３条例２２）】

（禁止地域及び規制地域に表示し、又は設置でき

る広告物等）

第７条 次に掲げる広告物等は、第４条及び第５条

の規定にかかわらず、禁止地域及び規制地域にお

いて表示し、又は設置することができる。

⑴ 自家用広告物で規則で定める基準に適合する

もの

（公共広告物の協議）

第３条 条例第６条ただし書の規則で定めるもの

は、はり紙、はり札類、広告旗及び立看板類以外

の広告物等（官公署の敷地に表示し、又は設置さ

れるものを除く。）とする。

２ 条例第６条ただし書の規定による協議をしよう

とする国、地方公共団体又は市長が認める公共的

団体は、当該協議に係る広告物等を表示し、又は

設置しようとする日前１０日までに、公共広告物

協議書（様式第２号）［☞p5-4］に前条第１号及び

第２号に掲げる書類を添付して、市長に提出しな

ければならない。

３ 市長は、前項の規定による協議書の提出があっ

た場合において、同意したときは公共広告物同意

書（様式第３号）［☞p5-5］を当該協議書を提出し

た者に交付するものとし、同意しなかったときは

その旨及び理由を当該協議書を提出した者に通知

するものとする。

【一部改正（Ｈ２２規則６０）】

（条例第６条第４号の規則で定める基準）

第４条 条例第６条第４号の規則で定める基準は、

別表第１［☞p4-2］のとおりとする。

（条例第６条第５号の規則で定める基準）

第５条 条例第６条第５号の規則で定める基準は、

別表第２［☞p4-3］のとおりとする。

（条例第６条第６号の規則で定める基準）

第６条 条例第６条第６号の規則で定める基準は、

別表第３［☞p4-4］のとおりとする。

（条例第７条第１号の規則で定める基準）

第７条 条例第７条第１号の規則で定める基準は、

別表第４［☞p4-5］に定める地域又は場所の区分

に応じて、別表第５［☞p4-6］のとおりとする。

２ 宮崎市景観条例（平成１９年条例第３５号）第

１０条第１項の規定に基づき景観計画で定める重
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⑵ 講演会、展覧会、音楽会等のため、その会場

の敷地内に表示し、又は設置する広告物等で規

則で定める基準に適合するもの

⑶ 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）

第２条第２項に規定する自動車（以下「自動車」

という。）に表示される広告物で規則で定める基

準に適合するもの

⑷ 使用の本拠の位置が宮崎市外の自動車に都道

府県（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指

定都市」という。）にあっては当該指定都市、同

法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「中

核市」という。）にあっては当該中核市、景観法

第７条第１項の景観行政団体である市町村又は

地域における歴史的風致の維持及び向上に関す

る法律（平成２０年法律第４０号）第７条第１

項に規定する認定市町村である市町村で、法第

２８条の規定に基づく都道府県の条例により同

条に規定する都道府県が処理することとされて

いる事務の全部又は一部を処理することができ

ることとされているものにあっては当該市町

村）の法の規定に基づく条例の規定に従って表

示される広告物

⑸ 人、動物、車両（自動車を除く。）、船舶等に

表示される広告物

⑹ 宮崎市が設置する公共掲示板に規則で定める

ところにより表示される広告物

点景観形成地区のうち、大淀川地区重点景観形成

地区（以下「大淀川地区重点景観形成地区」とい

う。）において表示し、又は設置される自家用広告

物に係る条例第７条第１号の規則で定める基準

は、前項に定める基準のほか、別表第１４［☞

p4-26］のとおりとする。

３ 宮崎市景観条例第１０条第１項の規定に基づき

景観計画で定める重点景観形成地区のうち、宮崎

駅東通り地区重点景観形成地区（以下「宮崎駅東

通り地区重点景観形成地区」という。）において表

示し、又は設置される自家用広告物に係る条例第

７条第１号の規則で定める基準は、前項に定める

基準のほか、別表第１５［☞p4-27］のとおりとす

る。

【一部改正（Ｈ２１規則４１、Ｈ２４規則１）】

（条例第７条第２号の規則で定める基準）

第８条 条例第７条第２号の規則で定める基準は、

別表第６［☞p4-7］のとおりとする。

（条例第７条第３号の規則で定める基準）

第９条 条例第７条第３号の規則で定める基準は、

別表第７［☞p4-8］のとおりとする。

（公共掲示板に表示する広告物）

第１０条 条例第７条第６号の公共掲示板に表示す

ることができる広告物は、縦の長さが０．４２メ

ートル以下、横の長さが０．２９７メートル以下

のはり紙に限るものとする。

２ 前項の公共掲示板にはり紙を表示しようとする
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⑺ 工事現場の板塀その他これに類する仮囲いに

表示される広告物で規則で定める基準に適合す

るもの

【一部改正（Ｈ１４条例４３、Ｈ１７条例１４、

Ｈ２１条例２３、Ｈ２３条例２２）】

（禁止物件に表示し、又は設置できる広告物等）

第８条 第３条第１項第２号、第５号、第６号、第

９号、第１０号又は第１２号に掲げる物件にその

所有者又は管理者が自己の氏名、名称、商号若し

くは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表

示するために表示し、又は設置する広告物等で規

則で定める基準に適合するものは、同項の規定に

かかわらず、表示し、又は設置することができる。

【一部改正（Ｈ２１条例２３、Ｈ２３条例２２）】

（規制地域に表示できる広告物）

第９条 政治活動、自治会活動その他営利を目的と

しない活動のために表示するはり紙、はり札類、

広告旗又は立看板類で、規則で定める基準に適合

するものは、第５条の規定にかかわらず、規則で

定めるところにより、規制地域において表示し、

又は設置することができる。

【一部改正（Ｈ１６条例１４、Ｈ２３条例２２）】

者は、市長に申請し、その承認を受けなければな

らない。

３ 市長は、前項の規定による申請があった場合に

おいて、承認をしたときは当該はり紙に市長が別

に定める日付印を押して申請者に交付するものと

し、承認をしなかったときはその旨及び理由を申

請者に通知するものとする。

４ 第２項の承認の回数は、同一人について公共掲

示板１基につき月１回とし、１回の表示期間は１

０日以内とする。

５ 第２項の承認を受けた者は、承認を受けた表示

期間の初日の翌日までに承認を受けた公共掲示板

の区画に表示し、表示期間が満了したときは当該

はり紙を自ら除去しなければならない。

【一部改正（Ｈ２２規則６０、Ｈ２３規則２５、

Ｈ２８規則３９）】

（条例第７条第７号の規則で定める基準）

第１１条 条例第７条第７号の規則で定める基準

は、別表第８［☞p4-9］のとおりとする。

（条例第８条の規則で定める基準）

第１２条 条例第８条の規則で定める基準は、別表

第４［☞p4-5］に定める地域又は場所の区分に応

じて、別表第９［☞p4-10］のとおりとする。

２ 大淀川地区重点景観形成地区において表示し、

又は設置される広告物等に係る条例第８条の規則

で定める基準は、前項に定める基準のほか、別表

第１４［☞p4-26］のとおりとする。

３ 宮崎駅東通り地区重点景観形成地区において表

示し、又は設置される広告物等に係る条例第８条

の規則で定める基準は、第１項に定める基準のほ

か、別表第１５［☞p4-27］のとおりとする。

【一部改正（Ｈ２１規則４１、Ｈ２４規則１）】

（非営利広告物の基準等）

第１３条 条例第９条の規則で定める基準は、次の

とおりとする。

⑴ 表示又は設置の期間は、１月以内であること。

⑵ 表示面積は、はり紙及びはり札類にあっては

０．５平方メートル以内、広告旗にあっては２

平方メートル以内、立看板類にあっては縦の長

さ（脚の長さを含む。）が２メートル以下、横

の長さが１メートル以下であること。

⑶ 広告面又は見やすい箇所に表示者名若しくは

設置者名又は連絡先及び表示又は設置の期間を



宮崎市屋外広告物条例・同施行規則

≪条 例≫ ≪規 則≫

3-10

（禁止物件及び禁止地域に許可を受けて表示し、

又は設置できる広告物等）

第９条の２ 市長が認める公共的団体が地域におけ

る公共的な取組に要する費用への充当を目的とし

て表示し、又は設置する広告物等は、市長の許可

を受けたときは、第３条第１項及び第４条の規定

にかかわらず、禁止物件及び禁止地域に表示し、

又は設置することができる。

【追加（Ｈ２３条例２２）】

（禁止物件に許可を受けて表示し、又は設置でき

る広告物等）

第１０条 塀にその所有者又は管理者が自己の氏

名、名称、商号若しくは商標又は自己の事業若し

くは営業の内容を表示するために表示し、又は設

置する広告物等で第８条の規則で定める基準に適

合するもの以外のものは、市長の許可を受けたと

きは、第３条第１項の規定にかかわらず、表示し、

又は設置することができる。

【全部改正（Ｈ２３条例２２）】

（禁止地域に許可を受けて表示し、又は設置でき

る広告物等）

第１１条 次に掲げる広告物等は、市長の許可を受

けたときは、第４条の規定にかかわらず、禁止地

域において表示し、又は設置することができる。

⑴ 自家用広告物で第７条第１号に掲げるもの以

外のもの

⑵ 道標その他公共的目的をもった広告物等（電

柱、街灯柱及び消火栓標識柱に表示し、又は設

置するものを除く。）

【一部改正（Ｈ１６条例１４、Ｈ２３条例２２）】

（禁止地域及び規制地域に許可を受けて表示す

ることができる広告物）

第１１条の２ 乗合自動車に表示される広告物で、

明記してあること。

２ 条例第９条の規定によりはり紙、はり札類、広

告旗及び立看板類を表示し、又は設置しようとす

る者は、当該広告物等を表示し、又は設置しよう

とする日前２日までにその旨を市長に届け出なけ

ればならない。

３ 前項の規定による届出は、非営利広告物届（様

式第４号）［☞p5-6］により行わなければならな

い。

４ 第２項の規定による届出を行った者は、表示又

は設置の期間が満了したときは当該広告物を自ら

除去しなければならない。

【一部改正（Ｈ１７規則２３、Ｈ２８規則３９）】
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第７条第３号及び第４号に掲げるもの以外のもの

は、第４条及び第５条の規定にかかわらず、禁止

地域及び規制地域において、市長の許可を受けて

表示することができる。

【一部改正（Ｈ１６条例１４、Ｈ２３条例２２）】

（経過措置）

第１２条 第３条から第５条まで及び第２４条の規

定による市長の指定があった際、当該指定のあっ

た物件又は地域若しくは場所に現に適法に表示さ

れ、又は設置されていた広告物等（以下「既存広

告物等」という。）については、当該指定の日から

１年間（この条例の規定による許可を受けていた

もの（規則で定める堅固な広告物等を除く。）にあ

っては当該許可の期間、規則で定める堅固な広告

物等にあっては規則で定める期間）は、なお従前

の例による。ただし、既存広告物等を変更し、又

は改造するとき（規則で定める軽微な変更をし、

又は改造をするときを除く。）は、この限りでない。

２ 既存広告物等について前項の期間内にこの条例

（堅固な広告物等）

第１４条 条例第１２条第１項の規則で定める堅固

な広告物等は、鉄骨造り、石造りその他の耐久性

を有する構造により築造された広告物等で、建築

基準法第８８条第１項において準用する同法第６

条第１項の規定に基づき建築主事の確認を受けな

ければならないもの又はこれに準ずるものと市長

が認めたもの（以下「堅固な広告物等」という。）

とする。 ［☞p7-9］

（堅固な広告物等に係る経過措置の期間）

第１５条 条例第１２条第１項の規則で定める期間

は、一の物件又は地域若しくは場所が新たに禁止

物件又は禁止地域に該当することとなった場合に

あっては３年間とし、一の地域又は場所が新たに

規制地域に該当することとなった場合にあっては

７年間とする。

【一部改正（Ｈ２３規則２５）】

（軽微な変更又は改造）

第１６条 条例第１２条第１項及び第１５条第１項

に規定する規則で定める軽微な変更又は改造は、

次に掲げる要件のいずれかに該当する変更又は改

造（以下「軽微な変更等」という。）とする。

⑴ 改造又は修理を行う場合にあっては形状又は

構造に変更を来たさないものであり、書換え又

は塗装換えを行う場合にあっては意匠又は表示

面積に変更を来たさないものであること。

⑵ 劇場、映画館等の常設興行場が広告物を掲出

する物件の位置及び形状を変更することなく行

う興行の内容を表示する広告物の変更で、短期

的かつ定期的なものであること。

⑶ 事業所又は営業所が自己の事業所又は営業所

の建築物の壁面に設置した懸垂幕を掲出する物

件の位置及び形状を変更することなく行う当該

物件に表示される自己の事業又は営業の内容を

表示する懸垂幕の変更で、短期的かつ定期的な

ものであること。

⑷ 掲示板の位置及び形状を変更することなく行

う当該掲示板に表示されるはり紙の変更で、短

期的かつ定期的なものであること。
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の規定による許可申請があった場合において、そ

の期間が経過したときは、その申請に対する処分

があるまでの間は、なお従前の例による。

（許可の基準等）

第１３条 この条例の規定による広告物等の表示又

は設置の許可基準は、規則で定める。

２ 市長は、広告物等の表示又は設置が前項の許可

の基準に適合しない場合においても、地域の良好

な景観の形成に資し、かつ、公衆に対して危害を

及ぼすおそれがないと認めるときは、宮崎市景観

条例第２６条第１項の宮崎市景観審議会（以下「審

議会」という。）の意見を聴いて許可をすることが

できる。

【一部改正（Ｈ１４条例４３、Ｈ１９条例３５）】

（審議会への諮問）

第１３条の２ 市長は、次に掲げる場合においては、

審議会の意見を聴かなければならない。

⑴ 第３条から第５条までの規定による指定を

し、又はこれらを変更しようとするとき。

⑵ 第６条第４号から第６号まで、第７条第１号

から第３号まで、第８条、第９条及び前条に規

定する基準を定め、又はこれらを変更しようと

するとき。

【追加（Ｈ１４条例４３）】

（許可の期間等）

第１４条 市長は、広告物等の表示又は設置の許可

をする場合においては、許可の期間を定めるほか、

美観風致を維持し、又は公衆に対する危害を防止

するために必要な条件を付けることができる。

２ 前項の許可の期間は、３年を超えることができ

ない。

３ 市長は、申請に基づき、第１項の許可の期間を

更新することができる。この場合においては、前

２項の規定を準用する。

（許可の基準）

第１７条 条例第１３条第１項の規定により規則で

定める許可の基準は、別表第４［☞p4-5］に定め

る地域又は場所の区分に応じて、別表第１０［☞

p4-11］から別表第１３［☞p4-25］までのとおり

とする。

２ 大淀川地区重点景観形成地区において表示し、

又は設置される広告物等の許可の基準は、前項に

定める基準のほか、別表第１４［☞p4-26］のとお

りとする。

３ 宮崎駅東通り地区重点景観形成地区において表

示し、又は設置される広告物等の許可の基準は、

第１項に定める基準のほか、別表第１５［☞p4-27］

のとおりとする。

【一部改正（Ｈ１４規則４７、Ｈ２１規則４１、

Ｈ２４規則１）】

（許可の期間）

第１８条 条例第１４条第１項の許可の期間は、次

の各号の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

⑴ はり紙、紙張り又は布張りのはり札類及び立

看板類並びに横断幕、懸垂幕、広告旗及び気球

広告 １月以内

⑵ 紙張り又は布張り以外のはり札類及び立看板

類並びに広告幕 ６月以内

⑶ 堅固な広告物等 ３年以内

⑷ 前各号に掲げるもの以外のもの ２年以内

【一部改正（Ｈ１７規則２３、Ｈ２３規則２５、

Ｈ２８規則３９）】

（更新の許可の申請）

第１９条 条例第１４条第３項の規定により許可を

受けようとする者は、許可期間の満了の日前１０

日までに屋外広告物許可申請書［☞p5-2］に次に
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（変更等の許可）

第１５条 この条例の規定による許可を受けた者

は、当該許可に係る広告物等の変更又は改造をし

ようとするとき（規則で定める軽微な変更又は改

造をしようとするときを除く。）は、規則で定める

ところにより、市長の許可を受けなければならな

い。

２ 市長は、前項に規定による許可をする場合にお

いては、良好な景観を形成し、若しくは風致を維

持し、又は公衆に対する危害を防止するために必

要な条件を付けることができる。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（管理義務）

第１６条 広告物等を表示し、若しくは設置する者

又は当該広告物等を管理する者は、当該広告物等

に関し補修その他必要な管理を怠らないように

し、当該広告物等を良好な状態に保持しなければ

ならない。

（除却義務）

第１７条 広告物等を表示し、若しくは設置する者

又は当該広告物等を管理する者は、次の各号のい

ずれかに該当するときは、遅滞なく、当該広告物

掲げる書類を添付して、市長に申請しなければな

らない。ただし、申請に係る広告物等が簡易な広

告物等であって、市長がその必要がないと認めた

ときは、添付書類の全部又は一部を省略すること

ができる。

⑴ 広告物等の現況のカラー写真（申請前３月以

内に撮影したものに限る。）

⑵ 屋外広告物自己点検報告書（様式第６号）

［☞p5-7］

⑶ 表示場所又は設置場所が自己の所有又は管理

に属さない場所の場合は、当該表示場所又は設

置場所の所有者又は管理者の承諾があったこと

を証する書類

２ 前項第２号の屋外広告物自己点検報告書は、堅

固な広告物等にあっては、第２５条各号のいずれ

かに該当する者が作成しなければならない。

【一部改正（Ｈ１６規則２３、Ｈ２２規則６０）】

（変更又は改造の許可の申請）

第２０条 条例第１５条第１項の許可を受けようと

する者は、当該許可に係る広告物等を変更し、又

は改造しようとする日前１０日までに屋外広告物

許可申請書［☞p5-2］に第２条各号に掲げる書類

を添付して、市長に申請しなければならない。た

だし、市長がその必要がないと認めたときは、添

付書類の全部又は一部を省略することができる。

【一部改正（Ｈ２２規則６０）】

（許可）

第２１条 市長は、条例第５条、第１０条から第１

１条の２まで、第１４条第３項及び第１５条第１

項の規定により許可をしたときは屋外広告物許可

書（様式第７号）［☞p5-8］を申請者に交付するも

のとし、許可をしなかったときはその旨及び理由

を申請者に通知するものとする。

【一部改正（Ｈ１４規則４７、Ｈ２２規則６０）】
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等を除却しなければならない。

⑴ 許可の期間が満了したとき。

⑵ 第１８条の規定により許可が取り消されたと

き。

⑶ 広告物等の表示又は設置が必要でなくなった

とき。

⑷ 既存広告物等について、第１２条第１項の期

間又は同条第２項の規定によりなお従前の例に

よることとされる期間が経過したとき。

２ この条例の規定による許可に係る広告物等（は

り紙、はり札類、広告旗及び立看板類を除く。）を

除却した者は、遅滞なく、規則で定めるところに

より、その旨を市長に届け出なければならない。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（許可の取消し）

第１８条 市長は、この条例の規定による許可を受

けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、

許可を取り消すことができる。

⑴ 第１４条第１項（同条第３項において準用す

る場合を含む。）又は第１５条第２項の規定によ

る許可の条件に違反したとき。

⑵ 第１５条第１項の規定に違反したとき。

⑶ 次条第１項の規定による市長の命令に違反し

たとき。

⑷ 虚偽の申請その他不正の手段により許可を受

けたとき。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（違反に対する措置）

第１９条 市長は、この条例の規定又はこの条例の

規定に基づく許可に付した条件に違反した広告物

等については、当該広告物等を表示し、若しくは

設置する者又はこれらを管理する者に対し、これ

らの表示若しくは設置の停止を命じ、又は５日以

上の期間を定め、これらの除却その他良好な景観

を形成し、若しくは風致を維持し、又は公衆に対

する危害を防止するために必要な措置を命ずるこ

とができる。

２ 市長は、前項の規定による措置を命じようとす

る場合において、当該広告物等を表示し、若しく

は設置する者又はこれらを管理する者を過失がな

くて確知することができないときは、その措置を

自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者

に行わせることができる。ただし、広告物を掲出

する物件を除却する場合においては、５日以上の

期間を定めて、これを設置する者又は管理する者

（除却の届出）

第２２条 条例第１７条第２項の規定による届出

は、屋外広告物除却届（様式第８号）［☞p5-9］に

より行わなければならない。
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はその期間の満了の日までにこれを除却すべき旨

及びその期間の満了の日までに除却しないとき

は、自ら又はその命じた者若しくは委任した者が

除却する旨を告示しなければならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（広告主に対する勧告等）

第１９条の２ 市長は、第２条から第５条までの規

定に違反して表示され、又は設置された広告物等

の広告主に対し、期限を定めて、当該広告物等の

除却その他必要な措置を講ずるよう勧告すること

ができる。

２ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が正

当な理由がなく当該勧告に従わなかったときは、

規則で定めるところにより、その旨、当該勧告を

受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、その

名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

その他必要な事項を公表することができる。

３ 市長は、前項の規定により公表しようとすると

きは、あらかじめ、勧告を受けた者に理由を通知

し、意見を述べる等の機会を与えなければならな

い。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（公共の場所に放置された広告物等の除却）

第１９条の３ 市長は、第２条から第５条までの規

定に違反した広告物等がはり札類、広告旗又は立

看板類であり、かつ、公共の場所に放置されてい

るときは、その違反に係るはり札類、広告旗又は

立看板類を自ら除却し、又はその命じた者若しく

は委任した者に除却させることができる。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（広告物等を保管した場合の公示事項）

第２０条 法第８条第２項の条例で定める事項は、

次に掲げるものとする。

⑴ 保管した広告物等の名称又は種類及び数量

⑵ 保管した広告物等を除却した日及び場所

⑶ 当該広告物等の保管を始めた日及び保管の場

所

⑷ 前３号に掲げるもののほか、保管した広告物

等を返還するため必要と認められる事項

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（広告物等を保管した場合の公示方法）

第２０条の２ 法第８条第２項の規定による公示

は、次に掲げる方法により行わなければならない。

⑴ 前条各号に掲げる事項を、保管を始めた日か

ら起算して１４日間（法第８条第３項第１号に

（公表の方法）

第２３条 条例第１９条の２第２項の規定による公

表は、市の掲示場への掲示その他市長が適当と認

める方法により行うものとする。

【一部改正（Ｈ１７規則２３）】

（公示の場所等）

第２３条の２ 条例第２０条の２第１項第１号の規
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規定する広告物については２日間）、規則で定め

る場所に掲示すること。

⑵ 法第８条第３項第２号に規定する広告物等に

ついては、前号の公示の期間が満了しても、な

お当該広告物等の所有者、占有者その他当該広

告物等について権原を有する者（第２０条の６

において「所有者等」という。）の氏名及び住所

を知ることができないときは、その公示の要旨

を新聞紙等に掲載すること。

２ 市長は、前項に規定する方法による公示を行う

とともに、保管広告物等一覧簿を備え、これを一

般の閲覧に供しなければならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（広告物等の価額の評価の方法）

第２０条の３ 法第８条第３項の規定による広告物

等の価額の評価は、取引の実例価格、当該広告物

等の使用期間、損耗の程度その他当該広告物等の

価額の評価に関する事情を勘案して行うものとす

る。この場合において、市長は、必要があると認

めるときは、広告物等の価額の評価に関し専門的

知識を有する者の意見を聴くことができる。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（保管した広告物等を売却する場合の手続）

第２０条の４ 法第８条第３項の規定により保管し

た広告物等は、規則で定めるところにより、売却

するものとする。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（公示の日から売却可能となるまでの期間）

第２０条の５ 法第８条第３項各号の条例で定める

期間は、次のとおりとする。

⑴ 法第８条第３項第１号に規定する広告物 ２

日

⑵ 法第８条第３項第２号に規定する広告物等

３月

⑶ 法第８条第３項第３号に規定する広告物等

２週間

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（広告物等を返還する場合の手続）

第２０条の６ 市長は、保管した広告物等（法第８

条第３項の規定により売却した代金を含む。）を当

該広告物等の所有者等に返還するときは、返還を

受ける者にその氏名及び住所を証するに足りる書

類を提示させる等の方法によってその者がその広

告物等の返還を受けるべき所有者等であることを

証明させ、かつ、受領書と引換えに返還するもの

則で定める場所は、都市整備部景観課とする。

【一部改正（Ｈ２０規則３）】

２ 条例第２０条の２第２項の保管広告物等一覧簿

の様式は、様式第８号の２［☞p5-10］によるもの

とする。 【追加（Ｈ１７規則２３）】

（保管した広告物等の売却）

第２３条の３ 条例第２０条の４の規定による売却

については、法及び条例に定めるもののほか、宮

崎市財務規則(平成元年規則第１号)の規定を準用

する。 【追加（Ｈ１７規則２３）】

（受領書）

第２３条の４ 条例第２０条の６の受領書は、広告

物等受領書（様式第８号の３）［☞p5-11］による

ものとする。 【追加（Ｈ１７規則２３）】
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とする。 【追加（Ｈ１７条例１４）】

（処分、手続等の効力の承継）

第２１条 広告物等を表示し、若しくは設置する者

又は当該広告物等を管理する者について変更があ

った場合においては、この条例又はこの条例に基

づく規則の規定により従前のこれらの者がした手

続その他の行為は、新たにこれらの者となった者

がしたものとみなし、従前のこれらの者に対して

した処分、手続その他の行為は、新たにこれらの

者となった者に対してしたものとみなす。

（管理者の設置）

第２２条 この条例の規定による許可に係る広告物

等を表示し、又は設置する者は、当該広告物等を

管理する者を置かなければならない。ただし、規

則で定める広告物等についてはこの限りでない。

２ 規則で定める広告物等については、前項の管理

する者は、規則で定める資格等を有する者でなけ

ればならない。

【一部改正（Ｈ１９条例３５）】

（管理者等の届出）

第２３条 広告物等を表示し、又は設置する者は、

前条第１項の規定により当該広告物等を管理する

者を置いたときは、遅滞なく、規則で定めるとこ

ろにより、その旨を市長に届け出なければならな

い。当該広告物等を管理する者を変更したときも、

同様とする。

２ この条例の規定による許可に係る広告物等を表

示し、又は設置する者に変更があったときは、新

たにその者となった者は、遅滞なく、規則で定め

るところにより、その旨を市長に届け出なければ

ならない。

３ この条例の規定による許可に係る広告物等を表

示し、若しくは設置する者又は当該広告物等を管

理する者は、当該広告物等が滅失したときは、遅

滞なく、規則で定めるところにより、その旨を市

（条例第２２条の規則で定める広告物等）

第２４条 条例第２２条第１項の規則で定める広告

物等は、はり紙、はり札類、広告旗、立看板類そ

の他の簡易な広告物等とし、同条第２項の規則で

定める広告物等は堅固な広告物等とする。

【一部改正（Ｈ１７規則２３）】

（管理者の資格等）

第２５条 条例第２２条第２項の規則で定める資格

等を有する者は次の各号のいずれかに該当するも

のとする。

⑴ 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号。

以下「法」という。）第１０条第２項第３号の

規定による国土交通大臣の登録を受けた法人が

広告物等の表示及び設置に関し必要な知識につ

いて行う試験に合格した者

⑵ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２

条第２項の一級建築士又は二級建築士の資格を

有する者

【一部改正（Ｈ１７規則２３）】

（管理者の届出）

第２６条 条例第２３条第１項の規定による届出

は、屋外広告物管理者届（様式第９号）［☞p5-12］

により行わなければならない。ただし、屋外広告

物許可申請書に当該届出の内容が記載されている

ときは、この限りでない。

【一部改正（Ｈ１７規則２３、Ｈ２２規則６０）】

２ 条例第２３条第２項又は第４項の規定による届

出は、屋外広告物表示者等変更届（様式第１０号）

［☞p5-13］により行わなければならない。

３ 条例第２３条第３項の規定による届出は、屋外

広告物滅失届（様式第１１号）［☞p5-14］により

行わなければならない。
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長に届け出なければならない。

４ この条例の規定による許可に係る広告物等を表

示し、若しくは設置する者又は当該広告物等を管

理する者がその氏名若しくは名称又は住所を変更

したときは、遅滞なく、規則で定めるところによ

り、その旨を市長に届け出なければならない。

第３章 広告景観特例地区等

（広告景観特例地区）

第２４条 市長は、特に風致を維持し、又は地域の

良好な景観を形成するために広告物等の表示又は

設置に関して特例を設ける必要があると認める区

域を広告景観特例地区として指定することができ

る。

２ 市長は、広告景観特例地区を指定するときは、

当該広告景観特例地区における広告物等に関する

基本方針（以下「広告景観基本方針」という。）及

び当該広告景観特例地区における広告物等の表示

又は設置に関する基準（以下「広告景観形成基準」

という。）を定めるものとする。

３ 広告景観基本方針には、次に掲げる事項を定め

るものとする。

⑴ 地域の特性に応じた広告物等と地域環境との

調和に関する基本構想

⑵ 広告物等と地域環境との調和を図るための広

告物等の表示又は設置の方法に関する基本的事

項

４ 広告景観形成基準には、次に掲げる事項を定め

るものとする。

⑴ 広告物等を表示し、又は設置する場所及び設

置方法の基準

⑵ 広告物等の個数、形状、寸法、意匠及び色彩

の基準

５ 広告景観特例地区における広告物等の表示又は

設置は、当該広告景観特例地区に係る広告景観基

本方針及び広告景観形成基準に適合していなけれ

ばならない。

６ 市長は、広告景観特例地区における広告物等の

表示又は設置が当該広告景観特例地区に係る広告

景観基本方針及び広告景観形成基準に適合してい

ると認める場合に限り、この条例の規定による許

可をすることができる。

７ 広告景観特例地区において表示し、又は設置さ

れる自家用広告物についての第７条第１号の規定

の適用については、同号中「規則で定める基準」
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とあるのは、「広告景観基本方針及び広告景観形成

基準」とする。

【全部改正（Ｈ２３条例２２）】

（広告物活用地区）

第２５条 市長は、禁止地域以外の区域において、

活力ある街並みを維持し、又は形成する上で広告

物が重要な役割を果たしていると認める区域を、

広告物活用地区として指定することができる。

２ 市長は、広告物活用地区において、第１３条第

１項の許可の基準（禁止地域に係るものを除く。）

に適合しない広告物等について、安全上支障がな

く、かつ、良好な景観の形成に著しい支障がない

と認めるときは、規則で定めるところにより、当

該広告物等の表示又は設置を許可することができ

る。 【全部改正（Ｈ２３条例２２）】

（広告景観特例地区等の指定の手続）

第２６条 市長は、広告景観特例地区及び広告物活

用地区を指定しようとするとき並びに広告景観基

本方針及び広告景観形成基準を定めようとすると

きは、審議会の意見を聴くものとする。

２ 市長は、広告景観特例地区及び広告物活用地区

を指定しようとするとき並びに広告景観基本方針

及び広告景観形成基準を定めようとするときは、

規則で定めるところにより、その旨を告示し、そ

の案を当該告示の日から２週間縦覧に供しなけれ

ばならない。

３ 前項の規定による告示があったときは、当該広

告景観特例地区内及び当該広告物活用地区内にお

いて広告物等を表示し、若しくは設置する者、当

該広告物等を管理する者又は利害関係人は、同項

の縦覧期間満了の日までに、縦覧に供された案に

ついて、市長に意見書を提出することができる。

４ 市長は、前項の規定により意見書が提出された

ときは、その要旨を審議会に提出しなければなら

ない。

５ 市長は、広告景観特例地区及び広告物活用地区

を指定したとき並びに広告景観基本方針及び広告

景観形成基準を定めたときは、これを告示しなけ

ればならない。

６ 前５項の規定は、広告景観特例地区、広告物活

用地区、広告景観基本方針及び広告景観形成基準

の変更及び廃止について準用する。

【全部改正（Ｈ２３条例２２）】

（広告景観協定地区）

第２６条の２ 次に掲げる者は、規則で定めるとこ

（広告物活用地区）

第２７条 条例第２５条第２項の規定により表示又

は設置を許可することができる広告物等は、広告

物活用地区ごとにそれぞれ市長が定める。

【全部改正（Ｈ２３規則２５）】

（広告景観基本方針等の縦覧等）

第２７条の２ 条例第２６条第２項の規定による告

示は、次に掲げる事項について行うものとする。

⑴ 広告景観特例地区又は広告物活用地区の名称

の案

⑵ 広告景観特例地区又は広告物活用地区の対象

となる土地の区域の案

⑶ 広告景観基本方針及び広告景観形成基準の案

（広告物活用地区を指定しようとするときを除

く。）

⑷ 前３号に掲げる案の縦覧場所

【追加（Ｈ２３規則２５）】

（広告景観協定地区の指定）

第２７条の３ 条例第２６条の２第１項の規定によ
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ろにより、当該区域を広告景観協定地区として指

定するよう市長に申請することができる。

⑴ 一定の区域内に存する土地、建築物、広告物

等その他工作物の所有者又はそれらについて権

原に基づき使用することができる者で、当該区

域について良好な景観の形成を図り、又は風致

を維持するため、広告物等に関する協定（以下

「広告景観協定」という。）を締結した者

⑵ 景観条例第２３条の６第３項又は第２３条の

７第１項の市長の認定を受けた景観まちづくり

協定（広告物等の表示又は設置に関する基準を

定めたものに限る。）を締結した者

２ 広告景観協定には、次に掲げる事項を定めるも

のとする。

⑴ 広告景観協定の名称

⑵ 広告景観協定の目的となる土地の区域

⑶ 広告物等の形状、面積、色彩、意匠その他表

示の方法の基準に関する事項

⑷ 広告景観協定の有効期間

⑸ 広告景観協定の変更及び廃止の手続に関する

事項

⑹ 広告景観協定に違反した場合の措置に関する

事項

⑺ 前各号に掲げるもののほか、広告景観協定の

実施のために必要な事項

３ 市長は、第１項の規定による申請があったとき

は、当該広告景観協定又は当該景観まちづくり協

定が地域の良好な景観の形成又は風致の維持に資

するものであると認めるときは、これらの協定に

係る区域を広告景観協定地区として指定すること

ができる。

る申請は、広告景観協定地区（変更）指定申請書

（様式第１１号の２）［☞p5-15］に、広告景観協

定又は景観まちづくり協定の協定書の写しその他

市長が必要と認める書類を添付して、行わなけれ

ばならない。

２ 条例第２６条の２第３項の規定による広告景観

協定地区の指定は、次に掲げる要件を満たす場合

について行うものとする。

⑴ 広告景観協定を締結した者から申請があった

ときは、当該広告景観協定が次の要件を満たす

こと。

イ 広告景観協定の内容が広告景観協定地区の

景観及び環境に適合していること。

ロ この規則に規定する基準及び許可の基準に

適合していること。

ハ 自治会、商店街等の区域その他相当規模の

一団の土地の区域又は相当規模の道路の区域

及びその隣接する土地の区域を対象としてい

ること。

ニ 有効期間が５年以上であること。

ホ 広告景観協定の目的となる土地の区域内に

存する土地、建築物、広告物等その他工作物

の所有者又はそれらについて権原に基づき使

用することができる者の３分の２以上の合意

によるものであること。
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４ 市長は、前項の規定により広告景観協定地区を

指定しようとするときは、審議会の意見を聴くも

のとする。

５ 市長は、広告景観協定地区を指定したときは、

規則で定める事項を告示するものとする。

６ 前２項の規定は、広告景観協定地区の変更又は

廃止について準用する。

７ 市長は、広告景観協定地区内において、広告物

を表示し、又は設置しようとする者に対し、当該

広告景観協定又は当該景観まちづくり協定に配慮

し、必要な措置をとるべき旨の指導をし、又は地

域の良好な景観の形成を図るため必要な助言をす

ることができる。

８ この条例に定めるもののほか、広告景観協定地

区に関して必要な事項は、規則で定める。

【追加（Ｈ２３条例２２）】

第４章 屋外広告業

（屋外広告業の登録）

第２７条 屋外広告業を営もうとする者は、市長の

登録を受けなければならない。

２ 前項の登録の有効期間は、５年とする。

３ 前項の有効期間の満了後引き続き屋外広告業を

営もうとする者は、更新の登録を受けなければな

らない。

４ 前項の更新の登録の申請があった場合におい

て、第２項の有効期間の満了の日までにその申請

に対する登録又は登録の拒否の処分がなされない

ときは、従前の登録は、同項の有効期間の満了後

もその処分がなされるまでの間は、なお効力を有

する。

５ 前項の場合において、更新の登録がなされたと

きは、その登録の有効期間は、従前の登録の有効

期間の満了の日の翌日から起算するものとする。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

⑵ 景観まちづくり協定を締結した者から申請が

あったときは、当該景観まちづくり協定が次の

要件を満たすこと。

イ 認定の有効期間が５年であること。

ロ この規則に規定する基準及び許可の基準に

適合していること。

３ 条例第２６条の２第５項の規則で定める事項

は、同条第２項第１号から第４号までに掲げる事

項とする。

４ 第１項及び第２項の規定は、広告景観協定地区

の指定の変更について準用する。この場合におい

て、第１項中「広告景観協定又は景観まちづくり

協定の協定書」とあるのは「変更後の広告景観協

定又は景観まちづくり協定の協定書」と、第２項

第１号イ中「広告景観協定の内容」とあるのは「変

更後の広告景観協定の内容」と読み替えるものと

する。

５ 広告景観協定地区の指定の廃止の申請は、広告

景観協定地区指定廃止申請書（様式第１１号の３）

［☞p5-16］により行わなければならない。

【追加（Ｈ２３規則２５）】

（屋外広告業の登録）

第２８条 条例第２７条第１項又は第３項の規定に

よる登録は、屋外広告業登録申請書（様式第１２

号）［☞p5-17］により行わなければならない。

【全部改正（Ｈ１７規則２３）】

（登録の更新の申請期限）

第２８条の２ 屋外広告業者は、条例第２７条第３

項の規定による更新の登録を受けようとするとき

は、その者が現に受けている登録の有効期間満了

日前３０日までに当該登録の更新を申請しなけれ

ばならない。

【追加（Ｈ１７規則２３）】
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（登録の申請）

第２７条の２ 前条第１項又は第３項の規定により

登録を受けようとする者（以下「登録申請者」と

いう。）は、次に掲げる事項を記載した登録申請書

を市長に提出しなければならない。

⑴ 商号、名称又は氏名及び住所

⑵ 宮崎市の区域内において営業を行う営業所

（以下「営業所」という。）の名称及び所在地

⑶ 法人である場合においては、その役員（業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに

準ずる者をいう。以下同じ。）の氏名

⑷ 未成年者である場合においては、その法定代

理人の氏名及び住所

⑸ 第２９条第１項の規定により選任される業務

主任者の氏名及び所属する営業所の名称

２ 前項の登録申請書には、登録申請者が第２７条

の４第１項各号のいずれにも該当しない者である

ことを誓約する書面その他規則で定める書類を添

付しなければならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（登録申請書の添付書類）

第２８条の３ 条例第２７条の２第２項の規則で定

める書類は、次に掲げるものとする。

⑴ 屋外広告業の登録を受けようとする者（以下

「登録申請者」という。）が法人である場合に

あってはその役員（業務を執行する社員、取締

役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。以下

同じ。）が、屋外広告業に関し成年者と同一の

行為能力を有しない未成年である場合にあって

はその法定代理人が条例第２７条の４第１項各

号に該当しない者であることを誓約する書面

⑵ 登録申請者の選任した業務主任者が条例第２

９条第１項に掲げる要件のいずれかに適合する

者であることを証する書面

⑶ 登録申請者（法人である場合にあってはその

役員を、屋外広告業に関し成年者と同一の行為

能力を有しない未成年者である場合にあっては

その法定代理人を含む。）の略歴を記載した書

面

⑷ 登録申請者が法人である場合にあっては、登

記簿謄本

⑸ 次に掲げる者の住民票の抄本又はこれに代わ

る書面

イ 登録申請者が個人である場合にあっては、

当該登録申請者（屋外広告業に関し成年者と

同一の行為能力を有しない未成年者である場

合にあっては、その法定代理人を含む。）

ロ 登録申請者が法人である場合にあっては、

その役員（当該役員が屋外広告業に関し成年

者と同一の行為能力を有しない未成年者であ

る場合にあっては、当該役員及びその法定代
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（登録の実施等）

第２７条の３ 市長は、前条の規定による書類の提

出があったときは、次条第１項の規定により登録

を拒否する場合を除き、遅滞なく、次に掲げる事

項を屋外広告業者登録簿に登録しなければならな

い。

⑴ 前条第１項各号に掲げる事項

⑵ 登録番号

⑶ 登録年月日及び有効期間の満了の年月日

２ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、

遅滞なく、その旨を登録申請者に通知しなければ

ならない。 【追加（Ｈ１７条例１４）】

理人）

ハ 登録申請者が選任した業務主任者

２ 条例第２７条の２第２項及び第１項第１号の誓

約する書面は、誓約書（様式第１３号）［☞p5-19］

によるものとする。

３ 第１項第３号の略歴を記載した書面は、略歴書

（様式第１４号）［☞p5-20］によるものとする。

【追加（Ｈ１７規則２３）】

（屋外広告業者登録簿）

第２８条の４ 条例第２７条の３第１項の屋外広告

業者登録簿の様式は、様式第１５号［☞p5-21］に

よるものとする。 【追加（Ｈ１７規則２３）】

（閲覧所等）

第２８条の５ 市長は、条例第２７条の３第１項の

登録簿及び条例第３０条の３の監督処分簿（以下

「登録簿等」という。）を閲覧に供するため、屋

外広告業者登録簿及び屋外広告業者監督処分簿閲

覧所（以下「閲覧所」という。）を都市整備部景

観課に置く。 【追加（Ｈ２０規則３）】

２ 登録簿等を閲覧に供する日は、宮崎市の休日を

定める条例（平成２年条例第２６号）第１条第１

項に定める市の休日以外の日とし、登録簿等を閲

覧に供する時間は、午前９時から午後４時まで（正

午から午後１時までを除く。）とする。

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、登録簿等の

整理その他の理由により臨時に登録簿等を閲覧に

供さない日を定め、又は閲覧に供する時間を変更

することができる。

【追加（Ｈ１７規則２３）】

（閲覧の手続）

第２８条の６ 登録簿等を閲覧しようとするとき

は、閲覧簿に閲覧しようとする登録簿等の種類並

びに閲覧しようとする者の住所、氏名及び年齢を

記入し、市長に申し出なければならない。

【追加（Ｈ１７規則２３）】

（持出しの禁止）

第２８条の７ 登録簿等は、閲覧所以外の場所へ持

ち出してはならない。

【追加（Ｈ１７規則２３）】

（閲覧の停止又は禁止）

第２８条の８ 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者に対して、登録簿等の閲覧を停止し、又は

禁止することができる。

⑴ 前３条の規定に違反した者又は係員の指示に

従わない者
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（登録の拒否等）

第２７条の４ 市長は、登録申請者が次の各号のい

ずれかに該当するとき、又は登録申請書若しくは

その添付書類のうちに重要な事項について虚偽の

記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けて

いるときは、その登録を拒否しなければならない。

⑴ 第３０条の２第１項の規定により登録を取り

消され、その処分のあった日から２年を経過し

ない者

⑵ 屋外広告業者（第２７条第１項又は第３項の

登録を受けて屋外広告業を営む者をいう。以下

同じ。）で法人であるものが第３０条の２第１項

の規定により登録を取り消された場合におい

て、その処分のあった日前３０日以内にその屋

外広告業者の役員であった者でその処分のあっ

た日から２年を経過しないもの

⑶ 第３０条の２第１項の規定により営業の停止

を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者

⑷ 法に基づく条例又はこれに基づく処分に違反

して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなった日から

２年を経過しない者

⑸ 屋外広告業に関し成年者と同一の行為能力を

有しない未成年者でその法定代理人が前各号の

いずれかに該当するもの

⑹ 法人でその役員のうちに第１号から第４号ま

でのいずれかに該当する者があるもの

⑺ 営業所ごとに第２９条第１項の業務主任者を

選任していない者

２ 市長は、前項の規定により登録を拒否したとき

は、遅滞なく、その理由を示して、その旨を登録

申請者に通知しなければならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（登録事項の変更の届出）

第２７条の５ 屋外広告業者は、第２７条の２第１

項各号に掲げる事項に変更があったときは、その

日から起算して３０日以内に、その旨を市長に届

け出なければならない。

２ 市長は、前項の規定による届出を受理したとき

は、当該届出に係る事項が前条第１項第５号から

第７号までのいずれかに該当する場合を除き、届

⑵ 登録簿等を汚損し、若しくは破損した者又は

そのおそれがあると認められる者

⑶ 登録簿等の閲覧に際して、他人に迷惑を及ぼ

した者又はそのおそれがあると認められる者

【追加（Ｈ１７規則２３）】

（変更の届出）

第２８条の９ 条例第２７条の５第１項の規定によ

り変更の届出をする場合において、当該変更が次

に掲げるものであるときは、当該各号に掲げる書

面を屋外広告業登録事項変更届（様式第１５号の

２）[☞p5-22]に添付して行わなければならない。

⑴ 条例第２７条の２第１項第１号に掲げる事項

の変更 届出者が個人である場合にあっては住
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出があった事項を屋外広告業者登録簿に登録しな

ければならない。

３ 第２７条の２第２項の規定は、第１項の規定に

よる届出について準用する。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（屋外広告業者登録簿の閲覧）

第２７条の６ 市長は、屋外広告業者登録簿を一般

の閲覧に供しなければならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（廃業等の届出）

第２７条の７ 屋外広告業者が次の各号のいずれか

に該当することとなった場合においては、当該各

号に掲げる者は、その日（第１号の場合にあって

は、その事実を知った日）から起算して３０日以

内に、その旨を市長に届け出なければならない。

⑴ 死亡した場合 その相続人

⑵ 法人が合併により消滅した場合 その法人を

代表する役員であった者

⑶ 法人が破産手続開始の決定により解散した場

合 その破産管財人

⑷ 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理

由により解散した場合 その清算人

⑸ 宮崎市の区域内において屋外広告業を廃止し

た場合 屋外広告業者であった個人又は屋外広

告業者であった法人を代表する役員

２ 屋外広告業者が前項各号のいずれかに該当する

に至ったときは、屋外広告業者の登録は、その効

力を失う。 【追加（Ｈ１７条例１４）】

（登録の抹消）

第２７条の８ 市長は、屋外広告業者の登録がその

民票の抄本又はこれに代わる書面、法人である

場合にあっては登記簿謄本

⑵ 条例第２７条の２第１項第２号に掲げる事項

の変更（商業登記の変更を必要とする場合に限

る。） 登記簿謄本

⑶ 条例第２７条の２第１項第３号に掲げる事項

の変更 登記簿謄本、役員（当該役員が屋外広

告業に関し成年者と同一の行為能力を有しない

未成年者である場合にあっては、当該役員及び

その法定代理人）の住民票の抄本又はこれに代

わる書面並びに第２８条の３第１項第１号及び

第３号の書面

⑷ 条例第２７条の２第１項第４号に掲げる事項

の変更 法定代理人の住民票の抄本又はこれに

代わる書面並びに第２８条の３第１項第１号及

び第３号の書面

⑸ 条例第２７条の２第１項第５号に掲げる事項

の変更 業務主任者の住民票の抄本又はこれに

代わる書面及び第２８条の３第１項第２号の書

面 【追加（Ｈ１７規則２３）】

（廃業等の届出）

第２８条の１０ 条例第２７条の７第１項の規定に

よる届出は、屋外広告業廃止等届（様式第１５号

の３）［☞p5-23］により行わなければならない。

【追加（Ｈ１７規則２３）】
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効力を失ったとき又は第３０条の２第１項の規定

により屋外広告業者の登録を取り消したときは、

屋外広告業者登録簿から当該屋外広告業者の登録

を抹消しなければならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（講習会）

第２８条 市長は、規則で定めるところにより、広

告物等の表示及び設置に関し必要な知識を修得さ

せることを目的とする講習会（以下「講習会」と

いう。）を開催するものとする。

２ 市長は、規則で定めるところにより、講習会の

運営に関する事務を他の者に委託することができ

る。

（講習会の開催）

第２９条 条例第２８条第１項の講習会は、原則と

して毎年１回開催するものとする。

２ 講習会の講習科目は、次のとおりとする。

⑴ 広告物等に関する法令

⑵ 広告物等の表示及び設置の方法に関する事項

⑶ 広告物等の施工に関する事項

３ 市長は、講習会を開催しようとするときは、あ

らかじめ、その期日、場所その他講習会の開催に

関し必要な事項を告示するものとする。

４ 講習会を受講しようとする者は、屋外広告物講

習会受講申込書（様式第１６号）［☞p5-24］に条

例別表に定める手数料を添えて、市長に申し込ま

なければならない。

５ 市長は、講習会を修了した者に対し屋外広告物

講習会修了証書（様式第１７号）［☞p5-25］を交

付するものとする。

（講習科目の一部免除）

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者につい

ては、その申出により、広告物等の施工に関する

事項の講習を免除することができる。

⑴ 建築士法第２条第１項に規定する建築士の資

格を有する者

⑵ 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）

第２条第４項に規定する電気工事士の資格を有

する者

⑶ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第

４４条第１項の第１種電気主任技術者免状、第

２種電気主任技術者免状又は第３種電気主任技

術者免状の交付を受けている者

⑷ 帆布製品製造について、職業能力開発促進法

（昭和４４年法律第６４号）に基づく職業訓練

指導員免許を有する者、同法に基づく職業能力

検定に合格した者又は同法に基づく職業訓練を

修了した者

（講習会の委託）

第３１条 条例第２８条第２項の規定による委託の

相手方は、屋外広告業を営む者で組織する中小企

業等協同組合（中小企業等協同組合法（昭和２４

年法律第１８１号）第３条に規定する中小企業等
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（業務主任者）

第２９条 屋外広告業者は、その営業所ごとに、次

の各号のいずれかに該当する者のうちから業務主

任者を選任し、第４項に定める業務を行わせなけ

ればならない。

⑴ 都道府県、指定都市若しくは中核市の開催す

る講習会の課程を修了した者

⑵ 広告美術仕上げについて、職業能力開発促進

法（昭和４４年法律第６４号）に基づき、職業

訓練指導員免許を受けた者、職業能力検定に合

格した者又は職業訓練を修了した者

⑶ 市長が、規則で定めるところにより、講習会

の課程を修了した者と同等以上の知識を有する

と認定した者

⑷ 法第１０条第２項第３号の規定による国土交

通大臣の登録を受けた法人が広告物等の表示及

び設置に関し必要な知識について行う試験に合

格した者

２ 市長は、業務主任者の選任されていない営業所

について、当該営業所の属する屋外広告業者に対

し、期限を定めて、業務主任者を置くべきことを

命ずることができる。

３ 屋外広告業者は、市長からその営業所ごとに選

任する業務主任者について講習会を開催する旨の

通知を受けたときは、当該業務主任者に当該講習

会を受けさせるよう努めなければならない。

４ 業務主任者は、次に掲げる業務の総括に関する

ことを行うものとする。

⑴ この条例その他広告物等の表示及び設置に関

する法令の規定の遵守に関すること。

協同組合をいう。）とする。

２ 市長は、講習会の運営に関する事務を委託した

ときは、その旨を告示するものとする。

（講習会修了者と同等以上の知識を有する者の認

定）

第３２条 条例第２９条第１項第３号の規定による

認定を受けようとする者は、講習会修了者同等認

定書（様式第１８号）［☞p5-26］により、市長に

申請しなければならない。

２ 市長は、申請者が次に掲げる要件を充たしてい

ると認めたときは、前項の認定を行うものとする。

⑴ 営業所における広告物等の表示又は設置の責

任者として、５年以上屋外広告業に従事した者

であること。

⑵ 前項の規定による申請の日から起算して過去

５年以上の間において広告物等に関する法令等

に違反することがなかったこと。

３ 市長は、第１項の認定をしたときは、申請者に

対し、講習会修了者同等認定書（様式第１９号）［☞

p5-27］を交付するものとする。
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⑵ 広告物等の表示又は設置に関する工事の適正

な施工その他広告物等の表示又は設置に係る安

全の確保に関すること。

⑶ 第２９条の３に規定する帳簿のうち、規則で

定める事項の記載に関すること。

⑷ 前３号に掲げるもののほか、業務の適正な実

施の確保に関すること。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（標識の掲示）

第２９条の２ 屋外広告業者は、規則で定めるとこ

ろにより、その営業所ごとに、公衆の見やすい場

所に、商号、名称又は氏名、登録番号その他規則

で定める事項を記載した標識を掲げなければなら

ない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（帳簿の備付け等）

第２９条の３ 屋外広告業者は、規則で定めるとこ

ろにより、その営業所ごとに帳簿を備え、その営

業に関する事項で規則で定めるものを記載し、こ

れを保存しなければならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（標識の掲示）

第３３条 条例第２９条の２の規則で定める事項

は、次のとおりとする。

⑴ 法人である場合にあっては、その代表者の氏

名

⑵ 登録年月日

⑶ 業務主任者の氏名

２ 条例第２９条の２の規定により屋外広告業者が

掲げる標識は、屋外広告業者登録票（様式第１９

号の２）［☞p5-28］によるものとする。

【全部改正（Ｈ１７規則２３）】

（帳簿の記載事項等）

第３３条の２ 条例第２９条の３の規定により屋外

広告業者が備える帳簿の記載事項は、次に掲げる

事項とする。

⑴ 注文者の氏名又は名称及び住所

⑵ 広告物等を表示し、又は設置した場所

⑶ 表示し、又は設置した広告物等の名称又は種

類及び数量

⑷ 表示し、又は設置した年月日

⑸ 請負金額

２ 条例第２９条の３の規定により屋外広告業者が

備える帳簿は、様式第１９号の３［☞p5-29］によ

るものとする。

３ 第１項各号に掲げる事項が電子計算機に備えら

れたファイル又は磁気ディスク、シー・ディー・

ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物（以下「磁

気ディスク等」という。）に記録され、必要に応

じ屋外広告業者の営業所において電子計算機その

他の機器を用いて明確に紙面に表示されるとき

は、当該記録をもって前項の帳簿への記載に代え

ることができる。

４ 第２項の帳簿（前項の規定による記録が行われ

た同項のファイル又は磁気ディスク等を含む。）

は、広告物等の表示又は設置の契約ごとに作成し

なければならない。
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（屋外広告業者に対する指導、助言及び勧告）

第３０条 市長は、屋外広告業者に対し、良好な景

観を形成し、若しくは風致を維持し、又は公衆に

対する危害を防止するために必要な指導、助言及

び勧告を行うことができる。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（登録の取消し等）

第３０条の２ 市長は、屋外広告業者が次の各号の

いずれかに該当するときは、その登録を取り消し、

又は６月以内の期間を定めてその営業の全部若し

くは一部の停止を命ずることができる。

⑴ 不正の手段により屋外広告業者の登録を受け

たとき。

⑵ 第２７条の４第１項第２号又は第４号から第

７号までのいずれかに該当することとなったと

き。

⑶ 第２７条の５第１項の規定による届出をせ

ず、又は虚偽の届出をしたとき。

⑷ 法に基づく条例又はこれに基づく処分に違反

したとき。

２ 第２７条の４第２項の規定は、前項の規定によ

る処分をした場合に準用する。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（監督処分簿の備付け等）

第３０条の３ 市長は、屋外広告業者監督処分簿を

備え、これを一般の閲覧に供しなければならない。

２ 市長は、前条第１項の規定による処分をしたと

きは、前項の屋外広告業者監督処分簿に、当該処

分の年月日及び内容その他規則で定める事項を登

載しなければならない。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

（宮崎県の登録を受けた者に関する特例）

第３０条の４ 第２７条から第２７条の６まで、第

２７条の８及び第３０条の２の規定は、宮崎県屋

外広告物条例（平成５年宮崎県条例第１３号）第

３３条第１項又は第３項の登録を受けている者に

は、適用しない。

２ 前項に規定する者で、宮崎市の区域内で屋外広

告業を営むものは、同項に掲げる規定を除き、第

２７条第１項の登録を受けた屋外広告業者とみな

５ 屋外広告業者は、第２項の帳簿（第３項の規定

による記録が行われた同項のファイル又は磁気デ

ィスク等を含む。）を各事業年度の末日をもって

閉鎖するものとし、閉鎖後５年間営業所ごとに当

該帳簿を保存しなければならない。

【追加（Ｈ１７規則２３）】

（監督処分簿）

第３３条の３ 条例第３０条の３第２項の規定によ

り規則で定める登載事項は、条例第２７条の２第

１項各号に掲げる事項とする。

２ 条例第３０条の３の屋外広告業者監督処分簿の

様式は、様式第１９号の４［☞p5-30］によるもの

とする。 【追加（Ｈ１７規則２３）】
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してこの条例の規定を適用する。

３ 第１項に規定する者は、宮崎市の区域内で屋外

広告業を営もうとするときは、規則で定めるとこ

ろにより、その旨を市長に届け出なければならな

い。その届出に係る事項について変更があったと

き又は宮崎市の区域内で屋外広告業を廃止したと

きも、同様とする。

４ 屋外広告業者が宮崎県屋外広告物条例第３３条

第１項の登録を受けたときは、その者に係る第２

７条第１項又は第３項の登録は、その効力を失う。

５ 市長は、第１項に規定する者であって宮崎市の

区域内で屋外広告業を営むものが、第３０条の２

第１項第２号から第４号までのいずれかに該当す

るときは、その者に対し、６月以内の期限を定め

て宮崎市の区域内における営業の全部又は一部の

停止を命ずることができる。

６ 第２７条の４第２項の規定は、前項の規定によ

る処分をした場合に準用する。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

第５章 削除

第３１条から第３５条まで 削除

【平１４条例４３章名削除】

第６章 雑則

（立入検査等）

第３６条 市長は、この条例の規定を施行するため

必要な限度において、広告物等を表示し、若しく

は設置する者又は当該広告物等を管理する者から

報告若しくは資料の提出を求め、又はその命じた

者に広告物等の存する土地若しくは建物に立ち入

り、広告物等を検査させることができる。

２ 市長は、宮崎市の区域内で屋外広告業を営む者

に対して、特に必要があると認めるときは、その

営業につき、必要な報告をさせ、又はその職員を

して営業所その他営業に関係のある場所に立ち入

り、帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは

関係者に質問させることができる。

３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、そ

の身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があ

ったときは、これを提示しなければならない。

（宮崎県の登録を受けた者の届出）

第３３条の４ 条例第３０条の４第３項の規定によ

る届出は、特例屋外広告業届（様式第１９号の５）

［☞p5-31］により行わなければならない。

２ 条例第３０条の４第３項の規定による届出に係

る事項の変更の届出は、特例屋外広告業届出事項

変更届（様式第１９号の６）［☞p5-33］により行

わなければならない。

３ 条例第３０条の４第３項の規定による廃止の届

出は、特例屋外広告業廃止届（様式第１９号の７）

［☞p5-34］により行わなければならない。

【追加（Ｈ１７規則２３）】

（身分証明書）

第３４条 条例第３６条第３項の身分を示す証明書

の様式は、身分証明書（様式第２０号）［☞p5-35］

によるものとする。
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４ 第１項及び第２項の規定による立入検査の権限

は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（告示）

第３７条 市長は、第３条から第５条までの規定に

よる指定をし、又はこれらを変更したときは、そ

の旨を告示するものとする。

（手数料）

第３８条 この条例の規定による許可を受けようと

する者は、別表に定める手数料を納付しなければ

ならない。ただし、政治資金規正法（昭和２３年

法律第１９４号）第６条第１項の規定による届出

をした政党その他の政治団体が、はり紙、はり札

類、広告旗又は立看板類を表示するための許可を

受けようとするときは、この限りでない。

２ 第２７条第１項の規定により登録を受けようと

する者、同条第３項の規定により更新の登録を受

けようとする者及び第２８条第１項の講習会を受

けようとする者は、別表に定める手数料を納付し

なければならない。

３ 前２項の手数料の徴収に関し必要な事項につい

ては、宮崎市手数料条例（平成１２年条例第１３

号）の規定を準用する。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

（委任）

第３９条 この条例に定めるもののほか、この条例

の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

（適用上の注意）

第４０条 この条例の適用に当たっては、国民の政

治活動の自由その他国民の基本的人権を不当に侵

害しないように留意しなければならない。

第７章 罰則

第４１条 次の各号のいずれかに該当する者は、

１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処す

る。

⑴ 第２７条第１項又は第３項の規定に違反して

登録を受けないで屋外広告業を営んだ者

⑵ 不正の手段により第２７条第１項又は第３項

の登録を受けた者

⑶ 第３０条の２第１項の規定による営業の停止

の命令に違反した者

【全部改正（Ｈ１７条例１４）】

第４１条の２ 第１９条第１項の規定による市長の

【一部改正（Ｈ１７規則２３）】
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命令に違反した者は、５０万円以下の罰金に処す

る。

【追加（Ｈ１７条例１４）】

第４２条 次の各号のいずれかに該当する者は、

３０万円以下の罰金に処する。

⑴ 第３条から第５条までの規定に違反して広告

物等を表示し、又は設置した者

⑵ 第１５条第１項の規定に違反して広告物等を

変更し、又は改造した者

⑶ 第１７条第１項の規定に違反して広告物等を

除却しなかった者

⑷ 第２７条の５第１項の規定による届出をせ

ず、又は虚偽の届出をした者

⑸ 第２９条第１項の規定に違反して業務主任者

を選任しなかった者

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

第４３条 次の各号のいずれかに該当する者は、

２０万円以下の罰金に処する。

⑴ 第３６条第１項の規定による報告をせず、若

しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

⑵ 第３６条第２項の規定による報告をせず、若

しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問

に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし

た者 【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

第４４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関して第４１条から前条までの違反行為を

したときは、行為者を罰するほか、その法人又は

人に対して、各本条の罰金刑を科する。

【一部改正（Ｈ１７条例１４）】

第４５条 次の各号のいずれかに該当する者は、

５万円以下の過料に処する。

⑴ 第２７条の７第１項の規定による届出を怠っ

た者

⑵ 第２９条の２に規定する標識を掲げない者

⑶ 第２９条の３の規定に違反して、帳簿を備え

ず、帳簿に記載せず、若しくは虚偽の記載をし、

又は帳簿を保存しなかった者

【追加（Ｈ１７条例１４）】

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１０年４月１日から施行する。

ただし、第２２条第２項の規定は、平成１０年１

附 則

この規則は、平成１０年４月１日から施行する。
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０月１日から、第５章の規定は平成１０年２月１

日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に、宮崎県屋外広告物条

例の規定により宮崎県知事その他の機関が行った

許可、処分その他の行為又はこれらの機関に対し

て行われた申請その他の行為は、この条例の相当

規定によりなされたものとみなす。

（佐土原町等の編入に伴う経過措置）

３ 佐土原町、田野町及び高岡町の編入の日（以下

「編入日」という。）前に、宮崎県屋外広告物条例

（第４章を除く。）の規定によりされた処分、手続

その他の行為は、この条例の相当規定によりされ

たものとみなす。

４ 編入日前にした宮崎県屋外広告物条例の規定に

違反する行為に対する罰則の適用については、同

条例の例による。

（清武町の編入に伴う経過措置）

５ 清武町の編入の日前に、宮崎県屋外広告物条例

（第４章を除く。）の規定によりされた処分、手続

その他の行為は、この条例の相当規定によりされ

たものとみなす。

６ 清武町の編入の日前にした宮崎県屋外広告物条

例の規定に違反する行為に対する罰則の適用につ

いては、同条例の例による。

【一部改正（Ｈ１７条例１９４、Ｈ２１条例１１７）】

附 則（平成１２年条例第１３号抄）

（施行期日）

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則（平成１４年条例第４３号）

（施行期日）

１ この条例は、平成１５年１月１日から施行する。

（検討）

２ 市長は、この条例の施行後３年を目途として、

乗合自動車に係る広告物の規制について、検討を

加え、その結果に基づいて必要な見直し等の措置

を講じるものとする。

附 則（平成１６年条例第１４号）

この条例は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則（平成１４年規則第４７号）

（施行期日）

１ この規則は、平成１５年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日以後３０日を経過するまで

の間、第２条の規定による改正後の都市景観条例

施行規則第９条第１項の規定の適用については、

同項中「前３０日」とあるのは、「前」とする。

附 則（平成１６年規則第２３号）

（施行期日）

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改

正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用

されている書類は、この規則による改正後の様式

によるものとみなす。
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附 則（平成１７年条例第１４号）

（施行期日）

１ この条例は、平成１７年４月１日から施行する。

ただし、（…略…）は、平成１７年１０月１日から

施行する。

（経過措置）

２ 前項ただし書に掲げる改正規定の施行の際現に

改正前の宮崎市屋外広告物条例（以下「旧条例」

という。）第２７条の規定により届出をして屋外広

告業を営んでいる者については、当該改正規定の

施行の日から６月（この期間内に改正後の宮崎市

屋外広告物条例（以下「新条例」という。）の規定

に基づく登録の拒否の処分があったときは、その

日までの間）は、新条例の規定にかかわらず、登

録を受けなくても、引き続き屋外広告業を営むこ

とができる。この場合において、その者がこの期

間内に当該登録の申請をした場合において、その

期間を経過したときは、その申請について登録又

は登録の拒否の処分があるまでの間も、同様とす

る。

３ 第２９条の改正規定の施行の際現に旧条例第２

９条に規定する講習会修了者等である者について

は、新条例第２９条第１項に規定する業務主任者

となる資格を有する者とみなす。

附 則（平成１７年条例第１９４号）

この条例は、平成１８年１月１日から施行する。

附 則（平成１９年条例第３５号抄）

（施行期日）

１ この条例は、平成２０年１月１日から施行する。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙

については、当分の間、これを取り繕って使用す

ることができる。

附 則（平成１７年規則第２４号）

（施行期日）

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

ただし、（…略…）は、平成１７年１０月１日から

施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改

正前の様式（以下「旧様式」という。）により使

用されている書類は、この規則による改正後の様

式によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙

については、当分の間、これを取り繕って使用す

ることができる。

附 則（平成１８年規則第１２号）

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改

正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用

されている書類は、この規則による改正後の様式

によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙

については、当分の間、これを取り繕って使用す

ることができる。

附 則（平成１９年規則第４７号抄）

（施行期日）

１ この規則は、平成２０年１月１日から施行する。

附 則（平成２０年規則第３号抄）

（施行期日）
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附 則（平成２１年条例第２３号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成２１年条例第１１７号）

この条例は、平成２２年３月２３日から施行する。

附 則（平成２３年条例第２２号）

（施行期日）

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に改正前の第５条の許可

（第１４条第３項の規定による許可の期間の更新

を含む。）又は第１５条第１項の許可を受けて改正

後の第３条第１項第５号に掲げる物件に表示さ

れ、又は設置されている広告物等については、当

該許可の期間が満了するまでの間は、なお従前の

例による。

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成２１年規則第４１号）

この規則は、平成２１年１０月１日から施行する。

附 則（平成２２年規則第６０号）

（施行期日）

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改

正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用

されている書類は、この規則による改正後の様式

によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙

については、当分の間、これを取り繕って使用す

ることができる。

附 則（平成２３年規則第２５号）

（施行期日）

１ この規則は、平成２３年４月１日から施行する。

（検討）

２ 市長は、この規則の施行後３年を目途として、

乗合自動車に係る広告物の規制について、検討を

加え、その結果に基づいて必要な見直し等の措置

を講じるものとする。

附 則（平成２４年規則第１号）

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年規則第１１号）

（施行期日）

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改

正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用

されている書類は、この規則による改正後の様式

によるものとみなす。

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙

については、当分の間、これを取り繕って使用す

ることができる。

附 則（平成２８年規則第３９号）

（施行期日）

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第１３条及び第１８条の規定は、この

規則の施行の日以後の申請に係る表示又は設置の

期間について適用し、同日前の申請に係る表示又
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は設置の期間については、なお従前の例による。

３ この規則の施行の際現にあるこの規則による改

正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用

されている書類は、この規則による改正後の様式

によるものとみなす。

４ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙

については、当分の間、これを取り繕って使用す

ることができる。
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別 表

種 類 区 分 単 位 金 額 納 期 備 考

屋外広告物

許可申請

手数料

野立広告、

屋上広告、

壁面広告、

屋根面広告、

突出広告、

塀・垣広告、

つり下げ

広告、

アーチ広告、

移動広告、

広告幕、

乗合自動車

広告

その他この

表に定めの

ない広告物

等

表示面積が0.5平方メートル未満 １個につき １６０円

申請の

時

許可を受け

ようとする

期間が、１

年を超える

場合は上記

により算出

された額の

1.5倍、２年
を超える場

合は２倍と

する。

表示面積が0.5平方メートル以上
１平方メートル未満

１個につき ２６０円

表示面積が１平方メートル以上

２平方メートル未満
１個につき ５２０円

表示面積が２平方メートル以上

５平方メートル未満
１個につき ９４０円

表示面積が５平方メートル以上

10平方メートル未満 １個につき ２，１００円

表示面積が10平方メートル以上
20平方メートル未満 １個につき ３，６００円

表示面積が20平方メートル以上
30平方メートル未満 １個につき ６，２００円

表示面積が30平方メートル以上
40平方メートル未満 １個につき ８，３００円

表示面積が40平方メートル以上 １個につき

４０平方メートルを８，３００円

とし、これに１平方メートル（１

平方メートル未満の端数は、1平方
メートルとして計算する。）を増す

ごとに３００円を加えた額

気球広告 １個につき １，４００円

電柱広告、街灯柱広告及び消火栓標識柱広告 １個につき ２６０円

照明広告

(電光掲示
板を含む。)

表示面積が0.5平方メートル未満 １個につき ３２０円

表示面積が0.5平方メートル以上
１平方メートル未満

１個につき ５２０円

表示面積が１平方メートル以上

２平方メートル未満
１個につき １，０４０円

表示面積が２平方メートル以上

５平方メートル未満
１個につき １，８８０円

表示面積が５平方メートル以上

10平方メートル未満 １個につき ４，２００円

表示面積が10平方メートル以上
20平方メートル未満 １個につき ７，２００円

表示面積が20平方メートル以上
30平方メートル未満 １個につき １２，４００円

表示面積が30平方メートル以上
40平方メートル未満 １個につき １６，６００円

表示面積が40平方メートル以上 １個につき

４０平方メートルを１６，６００

円とし、これに１平方メートル（１

平方メートル未満の端数は、１平

方メートルとして計算する。）を増

すごとに６００円を加えた額

はり紙 １枚につき ５円

はり札類 １個につき １６０円

立看板類 １個につき ２６０円

広告旗 １個につき ２６０円

懸垂幕及び横断幕 １個につき ５２０円

屋外広告業新
規登録申請手
数料及び屋外
広告業登録更
新申請手数料

屋外広告業の新規の登録及び更新の登録 １件につき １０，０００円

屋外広告物講
習会受講手数
料

屋外広告物講習会 １人につき ２，２００円
申込み

の時


